
第３回 たつの市民病院経営形態検討委員会 

－次 第－ 

 

 

日 時  平成 30 年８月 10 日（金） 

午後３時 30 分から 

場 所  たつの市役所分庁舎ホール 

 

 

 

１ 開  会（会長あいさつ） 

 

 

 

２ 協議事項 

 (１) 付帯事業の現状等について（継続協議事項）【前回配付資料１～４】 

 

 

(２) 病院職員アンケートの結果について【資料１、１－２】 

 

 

(３) 答申書案について【資料２】 

 

 

 

３ そ の 他 

 (１) 次回開催日時 

     日時：平成 30 年８月 21 日（火） 午後３時 30 分から 

     場所：たつの市役所本庁舎 ３階 第２・３委員会室 

 

 

 

４ 閉  会 



 

※このページは、白紙です。 
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たつの市民病院経営形態見直しに関する意見（一般職） 

 

提出：68 名 

 

【現状のまま】 

 ・独法については理解できるが、不安は残る。出来れば、今のままで職員の意識

改革を行い経営いただきたい。 

 ・現在の経営状態が改善しているのであれば現状維持で良い。市が独法にしなさ

いと言わない限り現状維持が良い。 

 ・異動期間を長くし、院内から経営方針決定できる人を出し、積極的に経営状況

の向上を目指せば良い。今後の労務、給与、処遇等は、経営形態が変われば、

現状より良くなると思わない。 

 ・年金が多い。各種休暇制度、年１回の昇給、働きやすい職場である。 

 ・市が支援してくれるのであれば理想であり、現状で良い。市が支援出来ないの

であれば独法が現状と同じような形で、地域の役割を果たすのに適している。 

 ・第２希望は全適で良い。公立病院で金儲けしようという考えがおかしい。赤字

が続くのも駄目であるが、プラスマイナスゼロぐらいの収支で良いのでは。働

く者でアイデアを出し合い一生懸命働く事が市民サービスに繋がる。独法化す

れば、それを維持していく事が本当に出来るのか？ 

 ・経営状態は以前と比べ大きく上方修正しており、少しずつであるが黒字経営に

なっていると聞いている。現状維持でしばらく様子を見ては 

 ・独法になった場合、人員確保、新たなサービスを迅速にできる。しかし、トッ

プが代わり内容がシビアになり身分格差が生じると思う。 

 

 

【全部適用】 

 ・独法になると経営状態の良し悪しで処遇面に差が出る。非公務員となると病院

自体が営利のことばかりに目が向く。 

 ・給与を抑えたのであれば独法化すべきだと思うが、市からの繰出しが無くなる

訳ではないので、独法が最適とは言い難い。民間譲渡し、競争原理を働かせ、

意識改革をしなければ経営改善は難しい。 

 ・公務員として退職を希望する。 

 ・職員の待遇が現状のままを希望する。 

 ・他の経営形態が不安である。 

 ・公益性の高い医療を提供するためある程度の赤字は公的サービスとしての経費

だと思う。独法も同様だが、実際は利益が優先されてしまうため、市民病院と

しての役割が果たせない。また、民間売却を推進する理事長を市長が任命すれ

ば、中期計画を見直し、民間譲渡される可能性が高く、公益性の高い医療を提
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供してくれる病院が無くなり、市民サービスの低下を招く。 

 ・市民病院であり続けたい。福利厚生が充実している。 

 ・今までの状況が維持できる。 

 ・給与が保障されるのであれば独法でも良い。 

 

 

【地方独立行政法人】 

 ・今後の事を考えると、地方独立行政法人として病院が維持されることを希望す

る。 

  給与、処遇は現状通りを希望。指定管理、民間譲渡だと退職を考える。 

 ・非公務員がデメリットのように思われるが、個々の能力、貢献度が給与に反映

されメリットとなる。モチベーションアップに繋がる。 

 ・市民のために事業を行う上で、公立であるが故の制約が多い。柔軟な対応がで

きる。民間譲渡は、営利目的が重視される。給与等については、現状の水準を

保持していただきたい。 

 ・行政職と医療職は全く別であるにも関わらず同じ扱いはおかしい。医療職が主

体となり経営を考えていく方が、意欲が高くなる。独法になっても労務、給与、

処遇等は現状維持をお願いしたい。 

 ・人事など各部署の要望が迅速に対応できる。経営に熟知した人が安定した経営

を行える。 

 ・地域に必要な事業を効率的・効果的に行える。また、自主・自律的で環境の変

化に柔軟に対応した経営が行える。現場での意思決定が迅速にでき、医療サー

ビスの向上に繋がる。医療スタッフの確保が地方公務員法の制限を受けず確保

できる。 

 ・民間や指定管理は、現状と違いすぎる。 

 ・経営形態を見直すのであれば、当直を院内医師で行いコスト削減した方が良い。 

 ・特定型の独法が良い。 

 ・毎年、多くの税金を投入されている。このままであると指定管理や民間譲渡し

ても立ち行かなくなる。当院の看護師の平均年齢は高く、１人当たりの単価が

高いため、給与維持が困難と考える。指定管理や民間となれば給与カットとな

り、モチベーションが低下し、離職が進みメリットは感じられない。当院の入

院患者は市民が 54％、市外が 46％と市民の利用が少ない。市民病院だからこ

そ市民のために支援できる病院ではなければならない。 
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【民間譲渡】 

 ・民間経営で良いと思う。 

 ・腕の良い医師、人間性のある医師、経営能力のある医師・事務スタッフ、管理

能力がある看護部長、看護を語れる看護師長、魅力ある病院に尽力できるスタ

ッフが集まれば民間で出来る。給与が安くても魅力があれば良いと思う。 

 

【その他】 

 ・赤字経営なら見直す必要がある。信頼できる安心して命を預けられる病院であ

って欲しい。経営の見直しが必要であるなら、人材確保・育成も必要。 

 ・各経営形態のメリット、デメリットが分からないが、現状維持ができる形態が

良い。 

 ・今の経営状態であれば、見直す必要がある。 

 ・出来るだけ現在の給与、処遇は継続・維持できるようにしてもらえるとありが

たいとは思う。今、全適にしても、数年後、独法や民間に変革はあると思う。

５年先、10 年先の病院はどうあるべきか等、各職種がもっと考えるべき。 

 ・経営形態に関しては、詳しく分からない。地域医療のニーズを考慮しながら経

営し、皆様に満足いただく病院で働きたい。給与、休暇などは、現状を希望す

る。 

 ・経営形態を見直す前に、今の経営状態を見直すべき。公務員でなくなると退職

者が出る。今の病院の存続に強い不安を感じる。 

 ・給与、処遇は現状を希望する。 

 ・公務員には拘らない。 

 ・経営形態はどれでも良い。経済保障、処遇等が現状と変わらなければモチベー

ションは変わらない。しかし、民間譲渡は、経済保障等が無いため、反対する。 

 ・公務員で入職しているのに途中で形態が変わると生活が保障されない。公務員

の保障は継続していただきたい。 

 ・独法化して、昇給や休暇制度が現状より良くなるのなら考える。非常に多忙な

のに昇給率が下がると働く意欲が無くす。 

 ・外科、眼科の手術再開、スタッフを増やし、時間外の減少 

 ・福利厚生が充実しているから就職したため、公務員形態を望む。 

 ・コスト意識をもって業務をしていても医事の体制を変えなければ収入に繋がら

ない。どの経営形態になっても給与・休暇が維持され、退職金も保障されなけ

れば、離職者が増える。 

 ・経営の黒字化を目指し、経営が安定してから、見直すべき。仮に独法になって

も医師、看護師は確保できるのか。特に看護師は非公務員となれば離職する可

能性が出て運営が不安である。全適なら身分が保障され、経営責任者が明確に

なり、迅速性が発揮でき、職員の経営意識が向上する。全適から独法すれば良

いのではないか。 
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 ・公務員という立場が失われた場合、どのように人材を確保するのか、営利主義

にならないのか等、職員にとっての不安材料が多くある。もう少し具体的な案、

政策を全職員に周知する機会を設けることを検討いただきたい。 

 ・どのような経営形態になろうと、患者さんに最適かつ最高の医療を提供できれ

ば良い。 
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たつの市民病院経営形態見直しに関する意見（非常勤職員） 

 

 

今回の意見募集に関しましては、私共パート職員（臨時職員）にとっては、

この上ないチャンスと思い有難い気持ちでおります。 

現在、どうしても今のような勤務スタイルでなければ働きづらい状況ですが、

今後、状況が変わって来た時は、やはりきちんとした待遇での正規職員として

勤めたいと思っています。当院の経営形態については、この点から考えても、

公営である必要性は全くないと考えます 。多くの正規職員の方々は、経営形態

が変わると（たとえ独法でも）自らの処遇が今より悪くなると考える方が大半

かと思いますが。正直申しまして、今までの守られた処遇に胡坐をかいている

のは職員の為にも良くないと考えます。周囲を見ましても医療従事者であると

いう意識が低く、向上心に欠ける方が多いように見受けます。（また、臨時職員

は時給での勤務のため、勤務時間内はきっちり働けという風土で正規職員は雑

談や時間外勤務はよしとされている風潮があります。） 

 

経営形態が一番の根本かもしれませんが、職員一人一人の意識改革が大切な

のではと考えます。 
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たつの市民病院経営形態見直しに関する意見（職員組合分） 

 

 

１）どの経営形態が適切だと思いますか？ 

①一部適用 ２０人 

②全部適用 ３４人 

①と②両方選択 ５人 

③独立行政法人 ７人 

④指定管理制度 ０人 

⑤わからない １０人 

無回答 １人 

合計 ７７人 

 

 

２）なぜその経営形態がいいと思いましたか？ 

 ①一部適用 

 ・経営形態の変更前にやらないといけないことが多くあると思う。 

・一部適用でも経営状況を改善できている。独法だと処遇面が悪くなるのは明らか

です。 

・経営回復に向け取り組んでいる最中に形態を変えられると…最初から変える方向

であったのかと不信感を覚える。 

・経営状況の改善が行われているのに、なぜ他に経営主体が移行しなければならな

いのか理解できない。（３人） 

・現在の経営形態が最適だと思う。また、経営形態の変更は離職が増える。（２人） 

・安定しているから。 

・公務員形態でありたいから。 

・待遇が現状維持されるから。（２人） 

・現在の給料と休暇制度を希望するから。 

・福利厚生も良く、働きやすいから。 

・独立行政法人では人事を当局が決めるようになるから。 

・大きな変化は混乱を生むから。 

 

 ②全部適用 

・独立行政法人に移行した時点で、給与の保障等、人生設計に関わる内容が不透明

である。公立の病院がお金もうけの為に医療を提供するのは少し違う、赤字でも

公立で医療提供を継続するべきだ。 

・経営が改善傾向なのに、独法化するメリットが分からない。（３人） 

・経営状態が改善してきているのなら、現状維持で良いと思う。（２人） 

・独法になっても収支は変わらないと思い、今のままが良いと考える。 

資料１－２ 

アンケート配布数：102 

     回収数：77 

     回収率：75.5％ 

※小数点第２位四捨五入 
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・独法になったとしても黒字にはならず、最終的に民間へ変わると思う。 

・検討委員会で、まだ改善しなければならない項目を多数指摘されており、それを

改善した上で経営が改善するのか見極め、経営形態について議論すべきだと思う。 

・公務員の身分が保障され、経営責任が明確であり、迅速性が発揮でき、職員の経

営意識が向上できる。 

・公務員の身分保障があり、なおかつ経営に責任を持つ立場のもの（自分を含む）

が迅速で柔軟な経営に参画できるから。 

・給料、昇給、休暇制度の現状維持を希望する。 

・現在の給与が維持され、退職金も保障されるから。 

・退職金や年金制度が確立されているから。 

・身分が保障されるから。（２人） 

・公務員を希望して就職したから。（５人） 

・公務員希望で就職している人が多いので、今後の入職希望者の減少、離職につな

がるから。 

・安定性（２人） 

・他の形態は将来が不安である。（２人） 

・病院の現状や形態は現場の職員の方がよく把握できているから。 

・病院内の事は病院で決める方が患者様にとっても私たちにとっても良い。 

・病院の業務内容は病院内で決定した方が良い。 

・市議会などを通さず、労働環境を改善するための交渉がしやすいと思う。 

・責任者が明確な方が良いと思う。 

 

 

 ①と②両方選択 

・公務員形態を望むため。 

・公務員であるからこそ福利厚生や給与形態が保障されていると思う。 

・昇給、賞与、年金、退職金などの待遇面継続を希望する。 

・現在の経営形態で改善していくべき、独法になれば役割は継続されても現在の福

利厚生がそのままという約束がない。 

 

 

③独立行政法人 

・病院経営に熟知したプロが継続した経営運用をした方が良いと思う。 

・地域で病院が存続するには柔軟さが必要になると思う。利益が出ることで身分保

障につながると信じている。身分保障というのは、給与・休暇を含め、現状より

良くなるか維持できるようにして欲しい。 

・新たな事業の立ち上げ、定数や様々な制限がなくなれば良くなると思う。 

・役所と医療職は全く別物であるにもかかわらず、同じ扱いになる所が納得できな

い。 
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・市民が望んでいるのでは？ 

 

 

⑤わからない 

・今の形態しか分からないため、このままが良いが、本当にこのままで良いのか分

からない。 

・病院経営に対して専門の知識がある人を配置して欲しい。 

・経営について皆の意識が変わるのではないかと思う。 

・管理職は、病院経営の知識がある人でないと難しいのではないかと思う。また、

患者さんのことを考えられる人が良い。 

・現在の給与・昇給・休日数が保障される経営形態が良い。 

 

 

 無回答 

 ・民間譲渡が良いと思う。買ってくれる病院があれば良いが、今の病院は魅力がな

さすぎる。腕の良い Dr はいない、変わった Dr ばかりいる。看護部はどこ見て仕

事してるのって人ばかり。解体して良いと思う。田舎でも魅力ある病院になれば良

いと願うだけ。 

 

 

３）当院が独立行政法人化の可能性について検討されていますが、どう思いますか？ 

①賛成 ７人 

②反対 ４０人 

③わからない ２９人 

無回答 １人 

合計 ７７人 

 

 

４）なぜそう思いますか？その他の意見もあればお書きください。 

 ①賛成 

・病院独自で経営全体を考えてやっていく方が、働く側として意欲がより高く持て

ると思う。 

・病院経営に熟知したプロが継続した経営運用をした方がよいと思う。 

・2025 年問題などで地域に求められる医療をスムーズに提供できるようになるに

は、現状のまま、全部適用では経営が困難かと思う。より良い医療を地域の方へ

提供するためにも独法化し、公的病院の役割を果たすべきかと思う。全てに納得

できるわけではないが、より良い結果になることを願う。 

・身分保障までなくても、給与や有給確保等、現水準を保持できるようにして欲し

い。 
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・いずれは独法になるのではないでしょうか。現状を受け入れるしかない。病院以

外のケアホーム、訪問看護、居宅はどうなるのでしょうか、不安です。 

 

 

②反対 

・独法のメリットがない。 

・現在の経営形態が最適だと思う。（２人） 

・非公務員化となれば、医師・看護師の離職率が増加し病院運営が不安である。 

・独立行政法人だと、ここで働くメリットがない。退職を検討する。 

・離職者が増える。 

・独法になるのであれば、副業などを認めて欲しい。 

・この病院の売りは公務員で、それによる人材確保が大きい。独法になれば人材不

足になると思う。 

・公務員でなくなると退職者が出て、今以上の人手不足になると思う。今後の経営、

病院の存続に不安が大きい。 

・給与、退職金、休暇が維持されないから。看護師がコスト意識を持ち業務しても

医事で取り忘れがある。本当は取れるコストが抜けているなど医事の体制を変え

なければ、どの経営形態になっても同じだと思う。低コストの材料への見直しな

ども必要だと思う。 

・現在の公的病院の役割を継続するとなるとスタッフへの負担が増大する。赤字病

院のため独立採算制になると給与形態が変わってしまうと考えるとモチベーシ

ョンが下がる。 

・独法になっても黒字にはならず、最終的に民間へと変わると思う。 

・独法にしても今の市民病院の体制では経営の改善は難しいと思う。全適に変更し、

指導力のある管理者の元で経営改革を行い上手くいくのであれば、その後独法化

するのがいいと思う。 

・病院の問題点は経営形態だけではなく、先に解決すべき問題がある。 

・独立行政法人を急ぐ理由が分からない。なぜ、現在の経営形態で黒字を目指そう

としないのか。 

・検討することで、職員の不安をあおっていると感じる。 

・経営・管理のできる人が来るか心配。 

・待遇が下がると生活に支障をきたすから。 

・公務員を希望するから。（４人） 

・休日の確保や給与面など病院の経営状態に左右され不安定になるかもしれない。

具体的にどう変わるのか見えないので不安である。 

・将来性が不安定なため。（３人） 

・５年後が不安である。 

・何がメリットで何がデメリットなのか分からない。 

・昇給が少なくなるから。 
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③わからない 

・経営が悪くないのに独法に変える必要はないと思う。 

・経営方針が分からない。独法になるとどう変わるか分からない。（３人） 

・具体的なことが把握できていない。 

・メリット・デメリットが分からない。（４人） 

・どれがベストか分からない。 

・目の前の患者様に集中し、患者様ファーストの医療がしたい。 

・働きやすい職場環境と、待遇の保障を希望する。（３人） 

・市の縛りがなくなるのは良いと思うが、公務員でなくなると働きにくくなると思

う。 

・どの形態であれ、やりがいの感じられる職場になれば良いと思う。 

・トップが替わっていくことにより、身分の格差が大きく生まれる。 

・当院が市の負担になっていると聞くが、黒字経営にできる政策を取ってくれれば

良いと思う。 

 

 

無回答 

・公務員の保障に魅力はあるが、病院経営が成り立たなくなるようでは本末転倒で

あり、独立行政法人化は全部適用の次点として充分に考えうるから。 
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１．はじめに 

市民病院経営形態検討委員会（以下、本委員会と略す）では、一つ目にたつの市民

病院（以下、市民病院と略す）が持っている医療機能を維持、向上させるとともに、

地域において果たしている役割を維持すること、いま一つは、医療情勢が変化してい

く中で、長期にわたって安定的に運営するにはどうあるべきかという視点に基づき、

市民病院の経営形態について検討することを目的とした。 

 

２． たつの市民病院の現状  

市民病院は、たつの市南部である御津町に位置し、たつの市、太子町及び姫路市南

西部が診療圏となっている。病床数は１２０床（急性期６０床、回復期６０床）を有

する、市内で最大規模の病院であり、急性期病棟と回復期リハビリテーション病棟の

両者をあわせもつ唯一の病院となっている。  

診療科は、総合診療科（院内標榜）、呼吸器内科、消化器内科、循環器内科、糖尿病

内科、外科、脳神経外科、整形外科、麻酔科、リハビリテーション科、眼科、皮膚

科、精神科、老年精神科、歯科、小児科、の１６科を有しており、入院については内

科及び整形外科を中心に急性期から回復期までに対応し、外来についてはかかりつけ

医機能を果たすとともに、在宅療養支援病院として訪問看護ステーションと連携した

在宅診療から看取りまで、市民の多様な医療ニーズに応えるとともに、安全・安心の

確保を目指した医療の提供を行っている。  

今後、ますます進行する高齢化に対応するために、医療のみならず介護の面におい

ても先導的な役割を果たすことが求められており、「市民に必要な医療の提供」、「地域

包括ケアシステムへの貢献」、「健全な経営」を基本方針として、病院運営が行われて

いる。 
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（１）市民に必要な医療の提供  

市民病院に求められる医療機能の第一として、救急医療が挙げられる。現状の規模及

び体制の下では、すべての救急医療に応じることは困難であるが、救急搬送要請の多い

内科系疾患に対応するため、休日・夜間を含めた年間３６５日で内科系の救急患者受入

体制が整備されたことから、救急応需件数はここ数年で大幅に増加している（①資料２

－５）。  

また、高齢化に伴って増加している骨折等の運動器疾患を中心とした整形外科領域の

救急医療に対応するとともに、回復期リハビリテーション病棟において急性期治療を終

えた患者を受け入れ、地域全体における救急医療の安定化に貢献している。  

（２）地域包括ケアシステムへの貢献  

誰もが地域社会の中で役割を持ち、いきいきと暮らすことができるまちづくりを実現

するために、疾病や障害の種類、程度、年齢、性別等に関係なく、等しく生活に必要な

支援を受けることができる地域包括ケアシステムの実現が求められている。  

市民病院では先導的な役割を果たすために、平成２８年３月に訪問看護ステーション

を開設するとともに、平成２８年５月に訪問診療を開始して、平成２８年１２月には在

宅療養支援病院の届出を行い、平成２９年９月には在宅療養支援病院機能強化型の指定

を受けて現在に至っている。これによって、入院医療から在宅診療に至る一連の医療サ

ービスを切れ目なく提供するとともに、在宅看取りにも積極的に対応している。 

また、限りある医療・介護の資源を有効に活用するため、揖龍地区の病院－在宅連携

ルールに基づき、介護支援専門員に情報提供を行い、円滑な在宅復帰を支援するととも

に、かかりつけ医機能を有する地域の医療機関との連携を強化し、紹介率及び逆紹介率

の向上を図っている。 

（３）健全な経営 

市民病院を今後とも長期間にわたって安定的に運営していくため、基準内繰入れでの

黒字化を原則として効率的な運営体制を目指して体質改善に取り組むとともに、国民健

康保険事業会計の負担を抑えるために、特定健診や市民がん検診、人間ドック事業等の

疾病予防にも積極的に取り組んでいる。 

 

３．病院収支の赤字の原因 

 市民病院では、基幹型臨床研修病院を目指して平成２０年４月に１７８床へと増床

するものの、入院患者数の増加には繋がらず病床稼働率は５０％前後に留まるととも

に（①資料２）、ペインクリニックが専門であった院長の退職も相まって、医業収益の

大幅な減少による深刻な赤字を招来することとなった。新病院建設にあたっては、病

床数を実際の入院患者数に見合った１２０床に減床したものの、職員数は減床前の定

数を温存しており病院運営コストが高止まりする原因となった。これに加えて、ニー
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ズのない医療機能を存置して新たな医療ニーズに対応しなかったこと（Ｈ２７→Ｈ２

９比較：影響額約３．９億円/年）と、市民病院の規模、機能に見合わない高額医療機

器を導入したこと（Ｈ２６→Ｈ３０比較：影響額約 2億円/年）によって、平成２６年

度には７億１千６百万円を繰り入れたにもかかわらず、約１億５千２百万円の最終赤

字を計上することとなった（①資料３）。 

医療機能については、姫路循環器病センターを除く姫路市内の基幹病院が市民病院

の建て替えより前あるいは同時に現地建替あるいは新築移転を行っており、それに合

わせて超急性期あるいは急性期医療機能の充実を図っていたところであり、特に他の

診療科との相乗効果を期待できない外科の急性期機能を維持する必要はなかったとい

える。 

次に、医療機器の整備に関しては、新病院の建設の際に目玉として挙げられていた

機器（新病院建設協議会資料）の多くが、必要以上に高機能であったり、外部委託で

支障を来さないものであった。また、電子カルテについても病院規模に見合わないも

のが高額な費用をかけて導入されており、これらの導入に要した借金返済に多額の経

費を要したことは、医業収支の悪化を一層後押しするものであった。 

 

４．これまでの経営改革と経営改善 

 平成２７年５月１０日には、市民病院が開設されてから最低となる入院患者数１８

人（病床稼働率１５％）を記録したことから、６月１日付で院長が更迭され院長職務

代理者（以下、職務代理者と略す）が設置されるに至った。以降、職務代理者の下で

市民病院の経営改革が進められることとなり、７月には地域の医療ニーズに応える形

で回復期リハビリテーション病棟が新設され、９月には従来から求められていた内科

の午後診療を全曜日に拡大し、３月には従来は病院内に設置されていた訪問看護室を

改組して、在宅看取りにも対処できる２４時間対応の訪問看護ステーション「れん

げ」が市中心部のたつの消防署３階に開設された。 

 平成２８年４月には、三村令児院長が就任することによって経営改革のスピードが

加速し、総合診療、在宅医療、回復期機能をキーワードとして診療機能の充実が図ら

れ、平成２９年９月には急性期病床２０床を回復期病床へ転換して、一般急性期病棟

６０床及び回復期リハビリテーション病棟６０床の２病棟体制へと移行するととも

に、在宅療養支援病院機能強化型に指定され、地域の医療ニーズに即した病院機能へ

と転換が図られた（①資料２）。 

 一方、これにともなって外科及び眼科の入院機能は大幅に縮小されるが、外科系診

療科の拡大（皮膚科及び脳神経外科、形成外科、泌尿器科）と近隣の基幹病院との連

携によって、医療アクセスへの悪影響は最小限に抑えられた。 
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５．病院収支の現状 

 前述のとおり、平成２６年度には７億１千６百万円を繰り入れたにもかかわらず、

約１億５千２百万円の最終赤字を計上していたが、病院機能の転換によって入院及び

外来患者数はともに下げ止まり（②追加資料１）、総収支の悪化は繰り入れ額の減少の

範囲内に留まった（①資料３）。 

 平成２８年度からは、三村令児院長の下で医療機能の充実が加速度的に進められ、

入院患者数は飛躍的に増加するとともに、医業収益も大幅に向上している。一方、外

来患者については、外科の縮小やかかりつけ医との機能分担によって減少傾向が続い

ているが（②追加資料１）、医業収益に与える影響は軽微に留まっている。 

この結果、平成２９年度の総収支は、補正予算を調整していた１月時点では約４千

万円の赤字が見込まれていたが、決算見込みにおいては当初予算ベースで（補正予算

分１億２千万円を除いて）約５百万円の黒字となり、基準内繰り入れでの黒字が達成

されている（①資料３）。 

 

６．市民病院の今後のあり方  

（１）県内市町立病院における経営の現状 

 県内の市町立病院においては、病院事業の赤字が自治体財政に多大な影響を及ぼし

つつあり、平成２９年度決算において前年よりも収支の改善が見込まれているのは、

たつの市民病院と加東市民病院のみであり、その他の病院においては収支の悪化が見

込まれている（現時点で確認できたもののみ）。このような状況の下で、市立川西病院

は本年３月議会において医療法人協和会を指定管理者とした指定管理に移行すること

が議決され、三田市民病院も済生会兵庫県病院との経営統合が検討されている。加西

市や新温泉町においても、病院に対する財政負担を巡り議会において活発な議論が交

わされている。 

（２）今後の医療需要の動向 

 これまで、市民病院のような病床規模が２００床未満の急性期病院は収益性が低

く、収支が改善が難しいとされてきた。これは診療単価が低いことと費用に占める人

件費の割合が高いという構造的な問題であることから、人件費比率の低下が困難なこ

とに因るとされてきたものである。しかし、今後２０３０年をピークに後期高齢者人

口が減少するのみならず（図１）、後期高齢者の入院受療率も一貫して低下しているこ

とから（図２）、超急性期の医療需要も減少することが予測されている。したがって、

大規模急性期病院における最新の医療機器で最新の治療を行い、高い診療報酬を得て

投資を回収していくという図式については、いずれ行き詰まることが予想されてい

る。 

（３）地域医療構想への対応  

こうしたことから、地域医療構想においては、県内のいずれの２次医療圏域におい
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ても急性期機能が過剰となり、回復期機能が不足すると見込まれている（①資料２－

１、①資料２－２）。市民病院では平成２７年７月に急性期病床４０床を回復期病床へ

転換し、地域住民が脳卒中や大腿骨頸部骨折等の急性疾病に罹患しても、集中的なリ

ハビリテーションを提供することにより、速やかな機能回復が図られ早期に在宅へと

復帰することが可能となっている。加えて、地域医療構想調整会議での協議結果に基

づき、今後の医療需要の変化に対応するために、平成２９年９月には更に急性期病床

２０床を回復期病床へ転換して回復期機能を強化するとともに、西播磨地域で唯一の

呼吸器内科の急性期へ対応できる病院として、急性期病床のうち４床を人工呼吸の必

要な急性呼吸器疾患に対応できる高度急性期病床として整備することとなったところ

である。 

 

７．経営形態の見直しの必要性 

 平成１６年度の新医師臨床研修制度の導入以降、地域医療を取り巻く情勢は大きく

変化しており、これに２０２５年問題に代表される急速な高齢化の進展が加わること

によって、今後も中長期的に地域における医療需要は変化し続けることが予測され

る。 

 こうした状況の変化に対応して市民病院が生き残るためには、これまで以上に柔軟

な発想と迅速な経営判断に基づく運営が必要となる。財務、人事等の経営判断を担当

する職員が本庁からの人事異動により短期間で入れ替わる中で、条例で職員定数や医

療機能を規定されたり、単年度予算の中で収支均衡の優先を求められる公営企業法一

部適用あるいは全部適用という枠組みの中では、一般会計からの繰入れを受けたとし

ても、変化する地域の医療ニーズに応えて最適な医療を提供し続けることは困難であ

ると考えざるを得ない。 

 

８．経営形態を見直す上での課題 

 市民病院の経営形態を見直すにあたって重要な課題は、①組織ガバナンスの強化、

②医療の質（医療安全）の向上、③職員の士気向上である。 

①の組織ガバナンスに関しては、これまでのように事務局職員が管理職を含めて数

年毎に本庁から異動するのではなく、医業収益の源泉である診療報酬を担当する医療

事務、医師、看護師等医療職の確保を担う人事担当、資金の借り入れや運用を担う財

務担当に専門的知識をもった職員を確保するとともに、必要な人材を育成することが

必要である。 

②の医療の質（医療安全）の向上に関しては、単にマニュアルを遵守する医療安全

ではなく、Total Quality management の手法を取り入れ、局所的な医療の質の向上を

図るのではなく、病院全体あるいは全部門的に医療の質の向上を目指すことが必要と

され、加えてどのような視点から医療の質の向上を図るのかという観点が重要とな
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る。 

③の職員の士気向上に関しては、経営形態の見直しを人件費削減の手段として捉え

るのではなく、働きやすい職場環境の確保やＢＳＣ（Balanced Scorecard）を用いた

経営戦略目標の職員との共有、貢献度に応じたインセンティブの付与、資格取得等の

人材育成への支援が重要である。 

 

９．経営形態見直しの選択肢 

市民病院として存続しつつ経営形態を見直す場合の選択肢には、①公営企業法全部

適用、②地方独立行政法人化、③指定管理者制度の３つがあり、このうち民営化に該

当するのは、②の地方独立行政法人化と③の指定管理者制度である（①資料４）。 

前述の課題に対応するためには、経営形態というハード面を見直しただけで事足り

るのではなく、そこで働く職員の意識改革というソフト面での変革も重要である。ま

ず、経営形態の面においては、条例で職員の定数や処遇が規定され、予算面でも単年

度主義の縛りがあり、臨機応変な対応が不可能である公営企業法全部適用の下では、

今後の急激な医療環境の変化に対応できないことは明白である。一方、指定管理制度

を導入した場合には、職員の意識改革は進むかもしれないが、職員のすべてが分限免

職となり（再雇用の保証はない）、給与も指定管理者となる法人の制度が適用される

等、処遇面で激変が生じるため、現状の医療機能を維持するために必要な職員が残留

する保障はない。 

 この点、地方独立行政法人への経営形態の変更は、職員の身分が公務員から非公務

員へと変わるものの、雇用は継続して退職金、共済等も引き継がれるため（新たに雇

用保険の負担は発生する）、処遇面での変化は最小限に留めることができる。加えて、

民営化によって病院運営の自由度が増すことから、今後の医療環境の大きな変化に対

しても、職員の意識改革を促すことによって対応できる可能性が高まる（②追加資料

５）。 

 

10．経営形態の見直しによる課題 

 新病院建設と相前後した経営危機に際しては、一般会計より多額の繰入れを行って

市民病院を存続させることが可能であった（ただし、不足する資金の全額が繰り入れ

られたわけではないため資金不足が発生している）（①資料２－４）。しかし、たつの

市に限らず自治体財政は中長期的に悪化の傾向にあり、地方交付税の減少と施策の拡

充による歳出圧力の増大によって、財政調整基金の残高は減少局面に入っている。 

 大都市を除いて多くの自治体では、基準内繰入れといえども一般財源からの持ち出

しがある現状では、これを維持することも将来的には財政的に厳しいと認識されるこ

とが予想され、市民病院を現状のまま公営で維持した場合でも、これまでのような赤

字補填は期待できない。また、このことはたつの市あるいはたつの市民病院に固有の
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事情ではない。 

 

11．望ましい経営形態 

 幸いなことに市民病院は、経営破綻の危機を乗り越えることができたように見え

る。そして、それが職員の努力の賜によるものであることは論を待たない。しかし、

それだけで満足するのではなく、今一度前回の経営危機がどのようにして起こったの

かを正しく理解するとともに、職員の目からみて改善の必要がある事柄には、躊躇な

く（できれば今日から）取り組む姿勢が必要である。 

 市民病院の医療機能を維持・向上させつつ、長期的かつ安定的に運営していくため

には、職員一人ひとりが病院を自分達のものと考え、各々のできることを着実に積み

上げていくことが必要である。本検討委員会は、このことを実現するための経営形態

として、市民病院の地方独立行政法人化が最も適切であると結論する。 
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